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別表２において◎又は★としている設備 

◎又は★として

いる技術規則条

項 

建家 

名称 

設備

番号 

設備名称 既認可設工認 

（認可日、文書番号、案

件名） 

新規制基準に適合するとして、◎又は★としている理由（例 建家の設工認において耐震計算書の

中で設計上考慮している 等）を示すとともに、◎又は★と判断した根拠となる既認可申請書の記載

（設計条件、設計仕様、基準適合の考え方、計算書 等）について申請書の該当箇所を示すこと。 

新規制基準対応とし

ての設工認申請 

(分割申請回数－編) 

第 5 条 排水貯留ポ

ンド

216 排水貯留ポンド 

(全般) 

S39.4.18 

39 原第 912 号 

【地盤】強度計算において地反力を考慮し設計（別紙Ⅲ 添付書類Ｐ.19）【68】 無 

保管廃棄施

設・L 

219 ピット(全般) S52.3.7 

52 安（原規）第 58 号等 

【地盤】強度計算において地耐力を考慮し設計（本文Ｐ.4、添付書類ⅡP.37）【73,78】 無 

保管廃棄施

設・Ｍ－１ 

221 ピット(全般) S52.3.7 

52 安（原規）第 58 号等 

【地盤】強度計算において地耐力を考慮し設計（本文Ｐ.6、添付書類ⅡP.37）【83,88】 無 

保管廃棄施

設・Ｍ－２ 

224 ピット(全般) S55.4.11 

55 安（原規）第 33 号等 

【地盤】強度計算において地耐力を考慮し設計（本文Ｐ.6）【91】 無 

特定廃棄物

の保管廃棄

施設 

227 インパイルルー

プ用(全般) 

S41.7.25 

41 原第 2378 号 

【地盤】強度計算書において地耐力を考慮し設計（別紙Ⅲ添付書類 Ｐ.9）【101】 無 

228 照射試料用(全般) S41.4.6 

41 原第 1032 号 

S58.4.4 

58 安（原規）第 50 号 

【地盤】構造計算書において地耐力を考慮し設計（別紙Ⅲ添付書類 Ｐ.21）、（本文Ｐ.5）【112,116】 無 

保管廃棄施

設・ＮＬ 

231 ピット(全般) S60.8.1 

60 安（原規）第 92 号 

【地盤】構造計算書において許容支持力を考慮し設計（添付資料－２ 構造強度計算書Ｐ.51）

【127】 

無 

廃棄物保管

棟・Ⅰ 

234 建家(全般) S53.7.15 

53 安（原規）第 183 号 

【地盤】構造計算書において杭の支持力を考慮し設計（添付書類Ⅱ 構造計算書 Ｐ.25）【142】 無 

廃棄物保管

棟・Ⅱ 

242 建家(全般) H 元.5.1 

元安（原規）第 128 号 

【地盤】構造強度計算書において杭の支持力を考慮し設計（添付計算書-2 Ｐ.計-2-49）【151】 5-1（耐震補強）

第 8 条第 1 項

（外部火災、竜

巻以外） 

第 1 廃棄

物処理棟 

1 建家(全般) S53.1.30 

53 安（原規）第 1 号 

・【風・台風】構造計算書において風荷重を考慮し設計（添付書類Ⅳ P.15 建家及び排気筒の構造計

算書）【9】 

・【凍結】設計主要目において建家は鉄筋コンクリート造とする設計（本文 P.20）【11】 

・【積雪】構造計算書において積雪荷重を考慮し設計（添付書類Ⅳ P.15 建家及び排気筒の構造計算

書）【9】 

2-1（耐震補強）

9-1（外部事象）

9-4（溢水防止）

第 2 廃棄

物処理棟 

32 建家(全般) S53.4.22 

53 安（原規）第 98 号 

・【風・台風】構造計算書において風荷重を考慮し設計（添付資料Ⅱ P.28 建家及び排気筒の構造計

算書）【34】 

・【凍結】設計主要目において建家及び各室は鉄筋コンクリート造とする設計（本文 P.6）【22】 

・【積雪】構造計算書において積雪荷重を考慮し設計（添付資料ⅡP.28 建家及び排気筒の構造計算

書）【34】 

2-2（耐震補強）

9-1（外部事象）

9-4（溢水防止）

第 3 廃棄

物処理棟 

99 建家(全般) H4.8.7 

4 安（原規）第 269 号 

・【風・台風】構造計算書において風荷重を考慮し設計（添付計算書-2 第３廃棄物処理棟の構造強度

計算書 P.計-2-7）【40】 

・【凍結】設計主要目において建家は鉄筋コンクリート造とする設計（本文 P.本-6）【36】 

・【積雪】構造計算書において積雪荷重を考慮し設計（（添付計算書-2 第３廃棄物処理棟の構造強度

計算書 P.計-2-7）【40】 

8-1（耐震補強）

9-1（外部事象）

9-4（溢水防止）

【1】



 

◎又は★として

いる技術規則条

項 

建家 

名称 

設備

番号 

設備名称 既認可設工認 

（認可日、文書番号、案

件名） 

新規制基準に適合するとして、◎又は★としている理由（例 建家の設工認において耐震計算書の

中で設計上考慮している 等）を示すとともに、◎又は★と判断した根拠となる既認可申請書の記載

（設計条件、設計仕様、基準適合の考え方、計算書 等）について申請書の該当箇所を示すこと。 

新規制基準対応とし

ての設工認申請 

(分割申請回数－編) 

第 8 条第 1 項

（外部火災、竜

巻以外） 

解体分別保

管棟 

135 建家(全般) H8.3.19、8 安（原規）第 52

号（その２） 

・【風・台風】構造強度計算書において風圧力を考慮し設計（その２：添付計算書-3 P.8）【42】 

・【凍結】建家の構造を鉄筋コンクリート造とする設計（その２：本文 P.本-4,5）【44,45】 

・【積雪】構造強度計算書において積雪荷重を考慮し設計（その２：添付計算書-3 P.8）【42】 

8-3（耐震補強） 

9-1（外部事象） 

9-4（溢水防止） 

減容処理棟 167 建家(全般) H11.11.12、11 安（原規）

第 168 号（その１） 

 

・【風・台風】構造強度計算書で風圧力を考慮し設計（その１：添付計算書-2 P.6）【54】 

・【凍結】建家の構造を鉄筋コンクリート造とする設計（その１：本文 P.本-6,7）【55,56】 

・【積雪】構造強度計算書で積雪荷重を考慮し設計（その１：添付計算書-2 P.6）【54】 

8-2（耐震補強） 

9-1（外部事象） 

9-4（溢水防止） 

排水貯留ポ

ンド 

216 排水貯留ポンド 

(全般) 

S39.4.18 

39 原第 912 号 

・【凍結】ポンドは鉄筋コンクリートとする設計（別紙Ⅰ 施設の設計及び工事の方法Ｐ.2）【65】 

・【風・台風、積雪】地下構造物であるため考慮不要 

1-1（ライニング） 

3-1（外部事象） 

3-4（溢水防止） 

保管廃棄施

設・L 

219 ピット(全般) S52.3.7 

52 安（原規）第 58 号等 

・【凍結】設計仕様においてピットは鉄筋コンクリートとする設計（本文Ｐ.2）【71】 

・【風・台風、積雪】地下構造物であるため考慮不要 

3-1（外部事象） 

保管廃棄施

設・Ｍ－１ 

221 ピット(全般) S52.3.7 

52 安（原規）第 58 号等 

・【凍結】設計仕様においてピットは鉄筋コンクリートとする設計（本文Ｐ.4）【81】 

・【風・台風、積雪】地下構造物であるため考慮不要 

9-1（外部事象） 

保管廃棄施

設・Ｍ－２ 

224 ピット(全般) S55.4.11 

55 安（原規）第 33 号等 

・【凍結】設計仕様においてピットは鉄筋コンクリートとする設計（本文Ｐ.4）【90】 

・【風・台風、積雪】地下構造物であるため考慮不要 

9-1（外部事象） 

特定廃棄物

の保管廃棄

施設 

227 インパイルルー

プ用(全般) 

S41.7.25 

41 原第 2378 号 

・【凍結】設計仕様においてピットは鉄筋コンクリートとする設計（本文Ｐ.2）【99】 

・【風・台風、積雪】内部に砂を充填した強固な鉄筋コンクリート造の構築物であるため考慮不要 

9-1（外部事象） 

228 照射試料用(全般) S41.4.6 

41 原第 1032 号 

S58.4.4 

58 安（原規）第 50 号 

・【凍結】設計仕様においてピットは鉄筋コンクリートとする設計（別紙Ⅰ  Ｐ.2）、（本文Ｐ.4）

【110,115】 

・【風・台風、積雪】地下構造物であるため考慮不要 

9-1（外部事象） 

保管廃棄施

設・ＮＬ 

231 ピット(全般) S60.8.1 

60 安（原規）第 92 号 

・【凍結】設計仕様においてピットは鉄筋コンクリート造とする設計（本文Ｐ.6）【122】 

・【風・台風、積雪】地下構造物であるため考慮不要 

9-1（外部事象） 

廃棄物保管

棟・Ⅰ 

234 建家(全般) S53.7.15 

53 安（原規）第 183 号 

・【風・台風】構造計算書において風荷重を考慮し設計（添付書類Ⅱ 構造計算書 Ｐ.6）【140】 

・【凍結】設計主要目において建家は鉄筋コンクリート造とする設計（本文Ｐ.4）【133】 

・【積雪】構造計算書において積雪荷重を考慮し設計（添付書類Ⅱ 構造計算書 Ｐ.6）【140】 

9-1（外部事象） 

廃棄物保管

棟・Ⅱ 

242 建家(全般) H 元.5.1 

元安（原規）第 128 号 

 

・【風・台風】構造強度計算書において風荷重を考慮し設計（添付計算書－２ 構造強度計算書 Ｐ.

計-2-8）【150】 

・【凍結】建家の設計仕様において建家は鉄筋コンクリート造とする設計（Ｐ.本-5）【145】 

・【積雪】構造強度計算書において積雪荷重を考慮し設計（添付計算書－２ 構造強度計算書 Ｐ.計

-2-8）【150】 

9-1（外部事象） 

【2】



 

◎又は★として

いる技術規則条

項 

建家 

名称 

設備

番号 

設備名称 既認可設工認 

（認可日、文書番号、案

件名） 

新規制基準に適合するとして、◎又は★としている理由（例 建家の設工認において耐震計算書の

中で設計上考慮している 等）を示すとともに、◎又は★と判断した根拠となる既認可申請書の記載

（設計条件、設計仕様、基準適合の考え方、計算書 等）について申請書の該当箇所を示すこと。 

新規制基準対応とし

ての設工認申請 

(分割申請回数－編) 

第 16 条第 1 項 解体分別保

管棟 

135 建家(全般) H8.3.19、8 安（原規）第 52

号（その２） 

・【遮蔽等】遮へいに係る壁厚等、床厚の寸法、遮へい扉の主要材料（鋼材）を考慮し設計（本文 P.

本-5）【45】 

・【遮蔽等】周辺監視区域境界 2.00μSv／年 基準値 50μSv／年であり、設計条件を満足する（添付

計算書－2 放射線遮へい計算書Ｐ.3）【50】 

無 

保管廃棄施

設・L 

219 ピット(全般) S52.3.7 

52 安（原規）第 58 号等 

【遮蔽等】周辺監視区域境界 3.9mrem／年 基準値 5mrem／年であり設計条件を満足する（添付書

類ⅠＰ.28）【76】 

無 

保管廃棄施

設・Ｍ－１ 

221 ピット(全般) S52.3.7 

52 安（原規）第 58 号等 

・【遮蔽等】遮蔽：遮へいに係る遮蔽蓋の仕様を考慮（本文Ｐ.5）【82】 

・【遮蔽等】周辺監視区域境界 3.9mrem／年 基準値 5mrem／年であり設計条件を満足する（添付書

類ⅠＰ.28）【86】 

無 

保管廃棄施

設・Ｍ－２ 

224 ピット(全般) S55.4.11 

55 安（原規）第 33 号等 

S58.4.4 

58 安（原規）第 50 号等 

・【遮蔽等】遮蔽：遮へいに係る遮蔽蓋の仕様を考慮（本文Ｐ.4）【90】 

 

・【遮蔽等】周辺監視区域境界 1.9mrem／年 基準値 5mrem／年であり設計条件を満足する（本文

Ｐ.5、添付書類ⅠＰ.16）【94,96】 

無 

特定廃棄物

の保管廃棄

施設 

227 インパイルルー

プ用(全般) 

S41.7.25 

41 原第 2378 号 

S58.4.4 

58 安（原規）第 50 号 

・【遮蔽等】遮蔽：遮へいに係る施設の仕様を考慮（本文Ｐ.2）【99】 

 

・【遮蔽等】周辺監視区域境界 1.9mrem／年 基準値 5mrem／年であり設計条件を満足する（本文

Ｐ.5、添付書類ⅠＰ.16）【104,106】 

無 

228 照射試料用(全般) S41.4.6 

41 原第 1032 号 

S58.4.4 

58 安（原規）第 50 号 

・【遮蔽等】遮蔽：遮蔽に係る遮蔽蓋の仕様を考慮（別紙Ⅰ Ｐ.2、本文Ｐ.4）【110,115】 

 

・【遮蔽等】周辺監視区域境界 1.9mrem／年 基準値 5mrem／年であり設計条件を満足する（本文

Ｐ.5、添付書類ⅠＰ.16）【116,118】 

無 

保管廃棄施

設・ＮＬ 

231 ピット(全般) S60.8.1 

60 安（原規）第 92 号 

・【遮蔽等】遮蔽：遮蔽に係る遮蔽蓋の仕様を考慮（本文Ｐ.6）【122】 

・【遮蔽等】周辺監視区域境界 0.87mＲ／年 基準値 5mＲ／年であり、設計条件を満足する（添付資

料－２放射線遮蔽計算書Ｐ.24）【124】 

無 

廃棄物保管

棟・Ⅰ 

234 建家(全般) S53.7.15 

53 安（原規）第 183 号 

・【遮蔽等】遮蔽：遮蔽に係る壁厚、床厚等の寸法を考慮（本文Ｐ.3、第４図、第９図）【132,134,135】 

・【遮蔽等】周辺監視区域境界 0.23mＲ／年 基準値 5mＲ／年であり、設計条件を満足する（添付書

類Ⅰ遮蔽計算書Ｐ.4）【137】 

無 

廃棄物保管

棟・Ⅱ 

242 建家(全般) H 元.5.1 

元安（原規）第 128 号 

・【遮蔽等】遮蔽：遮蔽に係る壁厚、床厚等の寸法、遮へい扉の主要材料の仕様を考慮（Ｐ.本-5）【145】 

・【遮蔽等】周辺監視区域境界 14.6μSv／年 基準値 50μSv／年であり、設計条件を満足する（添付

計算書－1 放射線遮へい計算書Ｐ.計-1-7）【147】 

無 

第 17 条第 1 項

第 2 号 

第 1 廃棄

物処理棟 

16 換気設備（フィ

ルタ、ファン

等） 

S53.1.30 

53 安（原規）第 1 号 

排風機前段にフィルタユニット及びダンパを設けており、漏えい及び逆流し難い構造（第 24 図 換

気設備給排気設備系統図）【12】 

9-1（外部事象） 

9-4（溢水防止） 

第 2 廃棄

物処理棟 

47 換気設備（フィ

ルタ、ファン

等） 

S53.4.22 

53 安（原規）第 98 号 

排風機前段にフィルタユニット及びダンパを設けており、漏えい及び逆流し難い構造（第 15 図 給

排気系統図）【32】 

9-1（外部事象） 

9-4（溢水防止） 

【3】



 

◎又は★として

いる技術規則条

項 

建家 

名称 

設備

番号 

設備名称 既認可設工認 

（認可日、文書番号、案

件名） 

新規制基準に適合するとして、◎又は★としている理由（例 建家の設工認において耐震計算書の

中で設計上考慮している 等）を示すとともに、◎又は★と判断した根拠となる既認可申請書の記載

（設計条件、設計仕様、基準適合の考え方、計算書 等）について申請書の該当箇所を示すこと。 

新規制基準対応とし

ての設工認申請 

(分割申請回数－編) 

第 17 条第 1 項

第 2 号 

第 2 廃棄

物処理棟 

85 セル排風機（第

３・４・５系

統）（換気設備） 

S53.4.22 

53 安（原規）第 98 号 

排風機前段にフィルタユニット及びダンパを設けており、漏えい及び逆流し難い構造（第 15 図 給

排気系統図）【32】 

9-4（溢水防止） 

第 3 廃棄

物処理棟 

112 換気設備（フィ

ルタ、ファン

等） 

H4.8.7 

4 安（原規）第 269 号 

排風機前段にフィルタユニット及びダンパを設けており、漏えい及び逆流し難い構造（図 3-7 第３

廃棄物処理棟 管理区域換気系統図 P.本-18）【37】 

9-1（外部事象） 

9-4（溢水防止） 

解体分別保

管棟 

151 換気設備（フィ

ルタ、ファン

等） 

H8.3.19、8 安（原規）第 52

号（その２） 

排気ブロア前段にフィルタユニット及びダンパを設置することにより、漏えい及び逆流のし難い設計

（その２：系統図 P.本-16）【43】 

9-1（外部事象） 

9-4（溢水防止） 

減容処理棟 184 換気設備（フィ

ルタ、ファン

等） 

H12.5.18、12 安（原規）第

36 号（その２） 

排気ブロア前段にダンパ及びフィルタユニットを設置することにより、漏えい及び逆流のし難い設計

（その２：系統図 P.本-5）【59】 

9-1（外部事象） 

9-4（溢水防止） 

第 35 条第 1 項

第 7 号 

第 1 廃棄

物処理棟 

24 焼却処理設備 S53.1.30 

53 安（原規）第 1 号 

 

・系統内を負圧に保ち、各機器、煙道の本体及び接続部はできるだけ漏えいの少なくなるような構造

（本文 P.4）【14】 

・温度、圧力、流量などの運転状態の監視（本文 P.11）【15】 

・圧力逃し弁の排ガスは、ワイヤーメッシュフィルタ及び建家の高性能フィルタでろ過した後、排気

筒より排出（添付図表 第 2 図 乾式焼却処理設備系統図）【16】 

2-1（耐震補強） 

9-4（溢水防止） 

25 インターロック S53.1.30 

53 安（原規）第 1 号 

・排気第１系統排風機停止状態で、焼却処理設備の排気ブロアは起動できないインターロック（本文 

P.10）【17】 

・焼却炉内温度が設定値以上となると廃棄物投入停止のインターロック（添付図表 別表 2 主要計

器仕様一覧表）【18】 

無 

第 2 廃棄

物処理棟 

34 ディーゼル発電

機 

S53.4.22 

53 安（原規）第 98 号 

・停電の場合は非常用電源で運転できるようにする設計。(本文 P.5)【21】 

・商用電源停電時に排風機などの運転を維持するためにディーゼル発電機を設ける設計（本文 P.23）

【28】 

・非常用電源系統図において主要給排気設備へ給電する設計（第 18 図 非常用電源系統図）【33】 

9-4（溢水防止） 

82 処理前廃棄物収

納セル（ガンマ

ゲート付） 

S53.4.22 

53 安（原規）第 98 号 

・鉄筋コンクリート造とし、内部にステンレスライニング又はエポキシ樹脂塗装を施す設計。また、

開口部には背面扉（遮蔽扉）、天井ハッチ（遮蔽扉）、遮蔽窓等を設ける設計。（本文 P.6~P.7、別表 2）

【22,23,30】 

9-4（溢水防止） 

83 廃棄物処理セル S53.4.22 

53 安（原規）第 98 号 

鉄筋コンクリート造とし、内部にステンレスライニングを施す設計。また、開口部には背面扉（遮蔽

扉）、天井ハッチ（遮蔽扉）、遮蔽窓等を設ける設計。（本文 P.8、別表 2）【24,30】 

9-4（溢水防止） 

84 処理済廃棄物収

納セル（ガンマ

ゲート付） 

S53.4.22 

53 安（原規）第 98 号 

鉄筋コンクリート造とし、内部にステンレスライニング又はエポキシ樹脂塗装を施す設計。また、開

口部には背面扉（遮蔽扉）、天井ハッチ（遮蔽扉）、遮蔽窓等を設ける設計。（本文 P.9~P.10、別表 2）

【25,26,30】 

9-4（溢水防止） 

【4】



◎又は★として

いる技術規則条

項 

建家 

名称 

設備

番号 

設備名称 既認可設工認 

（認可日、文書番号、案

件名） 

新規制基準に適合するとして、◎又は★としている理由（例 建家の設工認において耐震計算書の

中で設計上考慮している 等）を示すとともに、◎又は★と判断した根拠となる既認可申請書の記載

（設計条件、設計仕様、基準適合の考え方、計算書 等）について申請書の該当箇所を示すこと。 

新規制基準対応とし

ての設工認申請 

(分割申請回数－編) 

第 35 条第 1 項

第 7 号 

第 2 廃棄

物処理棟 

89 予備ファン起動

インターロック

（第３・４・５

系統） 

S53.4.22 

53 安（原規）第 98 号 

・セルの排気系に予備を設け、排気能力低下の場合自動的に切り替える設計。（本文 P.5）【21】

・セル排気系（第３、第４、第５系統）については排気系に予備を設け、セル内の負圧を-5mmAq 以

上維持困難な場合、予備も起動させる機構。（本文 P.5、P.17）【21,27】 

無 

91 アイソレーショ

ン室（散逸防

止） 

S53.4.22 

53 安（原規）第 98 号 

・鉄筋コンクリート造とし、内部の仕上げは樹脂塗装（エポキシ樹脂又はペイント吹付）。（本文 P.6、

別表 1）【22,29】 

・セルの背面扉側に設置され、扉及び壁で仕切ることでセル内部の廃棄物（汚染）が、人が常時立ち

入るサービスエリアに散逸し難いように設計。（第３図 建家平面図）【31】 

無 

解体分別保

管棟 

142 天井クレーン

（解体室） 

H8.3.19、8 安（原規）第 52

号（その２） 

廃棄物搬入用クレーンの能力を設定（最大荷重：約 7.5 トン）（その２：本文 P.本-5）【45】 無 

163 解体室（区画） H10.5.6、10 安（原規）第

51 号（その３） 

仕切り壁、ステンレスライニングを設置することにより、散逸し難い設計（その３：本文 P.本-6）【52】 9-4（溢水防止） 

減容処理棟 172 前処理設備のチ

ャンバ 

H12.5.18、12 安（原規）第

36 号（その２） 

排気系統の作動時にチャンバ内を負圧状態に維持することにより、散逸し難い設計（その２：本文 P.

本-69）【60】 

9-4（溢水防止）

200 高圧圧縮装置 H11.11.12、11 安（原規）

第 168 号（その１） 

排気ブロア停止状態で高圧圧縮機は作動できないインターロックを設置するとともに、排気系統の作

動時にチャンバ内を負圧状態に維持することにより散逸し難い設計（その１：本文 P.本-8）【57】 

9-4（溢水防止）

203 金属溶融設備 H12.5.18、12 安（原規）第

36 号（その２） 

排気ブロア停止状態で溶融炉を起動できないインターロックを設置するとともに、排気ブロアの作動

時に溶融炉内を負圧状態に維持することにより散逸し難い設計（その 2：本文 P.本-35）【61】 

9-1（外部事象）

9-3（圧力逃し機構）

9-4（溢水防止）

204 火災防止インタ

ーロック 

H12.5.18、12 安（原規）第

36 号（その２） 

溶融炉内で異常な温度上昇が生じた場合に加熱停止、負圧低下が生じた場合には、加熱及び廃棄物の

供給停止することにより散逸し難い設計（その 2：本文 P.本-35）【61】 

無 

208 焼却処理設備 H12.5.18、12 安（原規）第

36 号（その２） 

排気ブロア停止状態で廃棄物を供給できないインターロックを設置するとともに、排気ブロアの作動

時に焼却炉内を負圧状態に維持することにより散逸し難い設計（その 2：本文 P.本-44）【62】 

9-3（圧力逃し機構）

9-4（溢水防止）

209 プラズマ溶融設

備 

H12.5.18、12 安（原規）第

36 号（その２） 

排気ブロア停止状態で溶融炉を起動できないインターロックを設置するとともに、排気ブロアの作動

時に溶融炉内を負圧状態に維持することにより散逸し難い設計（その 2：本文 P.本-44）【62】 

9-1（外部事象）

9-3（圧力逃し機構）

9-4（溢水防止）

210 火災防止インタ

ーロック 

H12.5.18、12 安（原規）第

36 号（その２） 

焼却炉・溶融炉内で異常な温度上昇、負圧低下が生じた場合に加熱及び廃棄物の供給停止（焼却炉は、

供給空気量の制限含む。）することにより散逸し難い設計（その 2：本文 P.本-44）【62】 

無 

第 36 条第 1 項

第 1 号 

解体分別保

管棟 

164 解体分別保管棟

（保管室） 

H8.3.19、8 安（原規）第 52

号（その２） 

保管能力を設定（200ℓドラム缶換算約 22,000 本）（その２：本文 P.本-5）【45】 無 

保管廃棄施

設・L 

219 ピット(全般) S52.3.7 

52 安（原規）第 58 号等 

保管能力を設定（360ｍ3×9 基）（本文Ｐ.2）【71】 無 

保管廃棄施

設・Ｍ－１ 

221 ピット(全般) S52.3.7 

52 安（原規）第 58 号等 

保管能力を設定（36ｍ3×2 基）（本文Ｐ.4）【81】 無 

【5】



◎又は★として

いる技術規則条

項 

建家 

名称 

設備

番号 

設備名称 既認可設工認 

（認可日、文書番号、案

件名） 

新規制基準に適合するとして、◎又は★としている理由（例 建家の設工認において耐震計算書の

中で設計上考慮している 等）を示すとともに、◎又は★と判断した根拠となる既認可申請書の記載

（設計条件、設計仕様、基準適合の考え方、計算書 等）について申請書の該当箇所を示すこと。 

新規制基準対応とし

ての設工認申請 

(分割申請回数－編) 

第 36 条第 1 項

第 1 号 

保管廃棄施

設・Ｍ－２ 

224 ピット(全般) S55.4.11 

55 安（原規）第 33 号等 

保管能力を設定（廃棄孔 50 孔）（本文Ｐ.4）【90】 無 

特定廃棄物

の保管廃棄

施設 

227 インパイルルー

プ用(全般) 

S41.7.25 

41 原第 2378 号 

保管能力を設定（廃棄管 21 本）（本文Ｐ.2）【99】 無 

228 照射試料用(全般) S41.4.6 

41 原第 1032 号 

S58.4.4 

58 安（原規）第 50 号 

保管能力を設定（廃棄孔 40 本）（別紙Ⅰ Ｐ.1）、（廃棄孔 16 本）（本文Ｐ.4）【109,115】 無 

保管廃棄施

設・ＮＬ 

231 ピット(全般) S60.8.1 

60 安（原規）第 92 号 

保管能力を設定（5,000ｍ3）（本文Ｐ.5）【121】 無 

廃棄物保管

棟・Ⅰ 

234 建家(全般) S53.7.15 

53 安（原規）第 183 号 

保管能力を設定（200ℓドラム缶換算約 18,000 本）（本文Ｐ.3）【132】 無 

廃棄物保管

棟・Ⅱ 

242 建家(全般) H7.12.12 

7 安（原規）第 370 号 

保管能力を設定（200ℓドラム缶換算約 23,000 本）（Ｐ.本-5）【154】 無 

第 36 条第 1 項

第 2 号 

解体分別保

管棟 

164 解体分別保管棟

（保管室） 

H8.3.19、8 安（原規）第 52

号（その２） 

建家の構造を鉄筋コンクリート造とし、扉及び壁で仕切ることで漏えいし難い設計（その２：本文 P.

本-5、平面図 P.本-8～本-10）【45,46,47,48】 

無 

保管廃棄施

設・L 

219 ピット(全般) S52.3.7 

52 安（原規）第 58 号等 

ピットの設計仕様（鉄筋コンクリート）を考慮（本文Ｐ.2）【71】 無 

保管廃棄施

設・Ｍ－１ 

221 ピット(全般) S52.3.7 

52 安（原規）第 58 号等 

ピットの設計仕様（鉄筋コンクリート）を考慮（本文Ｐ.4）【81】 無 

保管廃棄施

設・Ｍ－２ 

224 ピット(全般) S55.4.11 

55 安（原規）第 33 号等 

ピットの設計仕様（鉄筋コンクリート、ヒューム管）を考慮（本文Ｐ.4）【90】 無 

特定廃棄物

の保管廃棄

施設 

227 インパイルルー

プ用(全般) 

S41.7.25 

41 原第 2378 号 

ピットの設計仕様（鉄筋コンクリート、ガス管、ヒューム管）を考慮（本文Ｐ.2）【99】 無 

228 照射試料用(全般) S41.4.6 

41 原第 1032 号 

S58.4.4 

58 安（原規）第 50 号 

ピットの設計仕様（鉄筋コンクリート）を考慮（別紙Ⅰ Ｐ.2）、（本文Ｐ.4）【110,115】 無 

保管廃棄施

設・ＮＬ 

231 ピット(全般) S60.8.1 

60 安（原規）第 92 号 

ピットの設計仕様（鉄筋コンクリート造）を考慮（本文Ｐ.6）【122】 無 

廃棄物保管

棟・Ⅰ 

234 建家(全般) S53.7.15 

53 安（原規）第 183 号 

建家の設計仕様（鉄筋コンクリート造）を考慮（本文Ｐ.4）【133】 無 

廃棄物保管

棟・Ⅱ 

242 建家(全般) H 元.5.1 

元安（原規）第 128 号 

建家の設計仕様（鉄筋コンクリート造）を考慮（Ｐ.本-5）【145】 無 

【6】
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【解体分別保管棟】
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【減容処理棟】
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【排水貯留ポンド】
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PC-USER16
引き出し線
排水貯留ポンドと保管廃棄施設・Lは、同一敷地内で隣接しているため、短期の許容地耐力は保管廃棄施設・Lの値（30ｔ/㎡）を適用している。これに対し、排水貯留ポンドの地反力は、0.91ｔ/㎡であることから、十分な余裕がある。
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5条以下〕

⑧「日本工業規格」

JIS A5308

〔コンクリ

JIS G3112

〔鉄筋の種類〕

3.1.2 設計方針

①構造

②保管廃棄する廃棄物の性状

③保管能力(施設容量)

④施設周囲の放射線量率

⑤保管廃棄する容器もしくは

包装表面の放射線量率

⑥設計震度

( V デーミクストコンクリ

トの種類〕

(鉄筋コンクリート用棒鋼)

-2-

:50 mR/h以下

:水平 0.3,垂直 0.15 イ原子炉等の耐震設計所内指針

JA丑RI-mem0 6186 参照)

:許容地耐力'(長期 15t/ず)以上)地耐力

※本施設の設置場所は砂地であり(日本原子力研究所東海研究所原子炉の設置に関

する書類,添付書類参照)本施設に近いところイ低Vベル保管廃棄施設敷地内)で

の平板載荷試験結果(昭和 51年4月実施)では,長期許容地耐力として29.3t/

'が得られている。

卜)

:鉄筋コンクリート製地下ピット

:固体廃棄物

:360 m8 × 9 基

防水蓋の表面からlm離れ九点で5mR/h以下

3.1.3 設計主要目

①寸法(添付図 2参照)

ビットの内のり

(巾 X長さ X深さ)

側壁の厚さ

底版の厚さ

材料

コンクリ

②

:約 4 m X約 17 m X約 5.5 m (最深部)

:約 4 m X約 17 m X約 5.4 m (最浅部)

(両端の2基については約 0.3 m厚の間仕切壁が入る。

この寸法は約 4 m X約 8.35m X 約 5.4 mである)

:下部約 0.5 m ,上部約 0.3 m

:約 0.5 m

コyクリ

コンクリ

鉄筋

配筋(添付図 4参照、)

(主筋)

⑧

トの種類

トスランブ

ト圧縮強度

:普通コンクリート

:20飢以下

:210kg,/C虜( 4週強度)以上

:熱間圧延異形棒鋼( SD 30 )

ソ
一
師
又
嘆
瀛
嶽
誠
郡
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側 壁

間仕切壁

:縦筋(外倶D

縦筋(内側)

横筋(外側)

底

3.1.4 設計計算の結果

①放射線遮蔽

添付書類 1に示すとおり,防水蓋の表面からlm上部の放射線量率は下表のとおり

であり,設計値を満足する。

版

:横筋(内側

:縦筋

横筋

:縦横筋共(

D 19

D 22

D 19

D 19

@200

@200

D 19

D 1 6

ダブノレ)

D 19

(一部DI

@200

@200

@200

@200

計算値

②

1.5 mR/h

配筋

添付書類Ⅱに示すとおり,必要鉄筋量の計算値及び設計値は下表のとおりである0

側

@200

9, D22

(南北端)

壁

設計基準値

縦筋上部内側

縦筋下部外側

5. o mR/""h 以下

間仕切壁

@200

横筋中央(上部)内側

4 両端(上部)外側

筋縦

筋横

短辺中央上端

短辺両端下端

長辺中央上端

長辺両端下端

計

D 19

底

算値

@700

@365

@685

@460

@278

D 22

D 19

版

D 19

(佃)

D 22

D 19

設

D 22

D 19

計値 (卿)

@200

@200 (一部D22 @100)
@ 200

@200

@ 200

@200

D 19

D 19

D 19

@570

@382

@ 1,082

@ 1,020

D 19

D 19

D 22

D 19

D 16

D 19

D 19

D 19

D 19

一部D 22

@200

@200

(一部D19,D22@100)@200

@200

@200

@200

@200

ソ
一
腫
{
翻
需
繍
識
叉

)卿(

.

.

)001

.

.

@

一
一

D

D
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(3) 各部厚さ

各部のせん断応力度は下表のとおりであり,許容せん断応力度以下である0

側壁
上

底版

部

下部

せん断応力度

( k9,/'硫)

④

設計主要目

寸法(添付図3参照)

地耐力

下表のごとく許容地耐力以下である0

辺

285

辺

接地圧設計値

125 t,/'ロデ

286

206

31.5

①

②

⑧

許容せん断応力度

( k9,/"硫)

1.86

留意すべき事項

雨水の浸入に対する防水の九め,外壁コンクリート打継部に板を入れる0

雨樋には適当な勾配を設け,雨水の貯りによる材料の腐食を極力防止する0

防水用蓋と壇体との適合性を良くするよう設計する0

20omR/'h 以下

水平 0.3,垂直 0.15 (原子炉等の耐震設計所内指針

J AERI-mem0 6 186 参照)

許容地耐力(長期 15t/ノ寸】以上

許容地耐力

1 5 t,/、ロ゛

M型保管廃棄施設の設計

21 準拠すべき主な法令,基準及び規格

L型保管廃棄施設に対応するもの( 31.1)と同様である0

フ.0

3.22 設計方針

①構造

②保管廃棄する廃棄物の性状

⑧保管能力(施設容横)

④施設周辺の放射線量率

⑤保管廃棄する容器もしくは

包装の表面の放射線量率

⑥設計震度

(長期)

⑦地耐力

:鉄筋コンクリート製地下ビット

:固体廃棄物

:36ずX2基

防水蓋の表面からlm離れ九点で 5mR/'h以下

& 23

①
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一
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'↓、、

保管廃棄施設の遮蔽計算

1 施設からの直接線による放射線量率の計算

2 スカイシャインの検討

目

Ⅱ

書

保管廃棄施設の強度計

1 設計基準

2 計算モデル

3 側壁の応力と必要鉄筋量

4 底版の応力と必要鉄筋量

類

29

・ 29

29

・ 30

34

37

・37

力
論

耐地
結

5

6
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今回申請する保管廃棄施設に放射性廃棄物を保管廃棄したとき,作業者が立入る場所の放

射線量率を計算する。併せて,本施設が,放射線遮蔽に対する設計基準を満足することを確認

する。

1 施設からの直接線による放射線量率の計算

1.1 計算条件

①計算点の選定

保管廃棄施設において,作業者が比較的高頻度で立入る場所は,施設周辺の道路及び

施設の上面(防水蓋又は遮蔽蓋)の上部である。本計算では,比較的放射線量率の高

い施設上面で,防水蓋表面からlm上部の放射線量率を計算する。施設の設計基準は,

この点において,5mR/h 以下である。

)線源の強度

各保管廃棄施設に保管廃棄される廃棄物容器の表面線量率及び放射性物質量の最大値

は,第 1表に示すとおりである。

しかし,実際に保管廃棄されるものは,第 1表に示すものよりもかなり低いνベルで

あり, L型保管廃棄施設にっいては,約 90%が5mR/h(容器表面の線量率)以下で

ある(第 4表参照)。ま九, M型保管廃棄施設にっいては,約 90%が 10omR/'h

(容器表面の線量率)以下である(第5表参照)。

し九がって,ここでは,第2表に示すような放射性物質が保管廃棄されているとして

遮蔽計算を行う。

1 保管廃棄施設の遮蔽計算

1.2 線源の形状及び幾何学的条件

廃棄物を保管廃棄したときの状態は,第 1図,第2図に示すとおりである0

遮蔽計算を行うにあ九り,ここでは,幾何学的条件を簡単にするため, L型保管廃棄施

設及びM型保管廃棄施設とも,線源の形状を無限拡さの板状線源と仮定する0 廃棄物の密

度は,0.5t元覗~ 3.09.ζ抗と思われるが,ここでは, L型保管廃棄施設に保管廃棄するも

のにっいては,22E/航のコンクリート固化体を, M型保管廃棄施設に保管廃棄するもの

にっいては,1.0 り、Cπtの水を仮定する。

-10-
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第12表

管理区域境界(出入口)における放射線量率

放射計算点の位置
所場

mR/h(第3 図参照)

A 3.フ× 10

3.9

3.5 × 10q

1.1 × 10.

8. O × 10.

1.フ× 10.

29 ×10.

低レベル保管廃棄

施設の出入口

中高νベル保管廃棄

施設の出入口

1.フ

第 13表

周辺監視区域境界のスカイシャイン放射線量率

104

10゛

10.

計算点の位置

(第4図参照)

C

D

E

B

線 量率

mR/'W (48h )

6.6 × 10'

スカイシキインの放射線量率

mR/'h mR/"ye ar

6.3 × 10→

5.フ× 10モ6

1.8 × 10.

1.3 × 10. 1.1 X

28 × 10J 24 X

4.8 × 10, 4.2 X

1.9 × 10→

1.8

F

規制値

( mrem,ノ)

-28-

3.2

注)

30

5.5

5. O × 10→

周辺監視区域境界の被曝線量(mrew'year)=スカイシ〒インの放射線量率

( mR/"ye8r )× 0.フ

0.7は照、射線量から全身被曝線量ヘの換算係数である0

(原子力委員会,原子炉安全技術専門部会,発電用軽水型原子炉施設周辺の線

量目標値に対する評価指針参照)

周辺監視区城

境界の被曝線量

mr eln/'ノ'y e 8 r

1.6 × 10.

1.2

G
 
H
 
1
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1 設計基準

強度計算にあたっては,建築基準法,日本建築学会鉄筋コンクリート構造計算規準

説及び日本建築基礎構造設計基準・同解説に準拠し,各施設の必要鉄筋量,コンクリ

面厚及び接地圧について検討する。

Ⅱ 保管廃棄施設の強度計算

1.1 各部材の許容応力度

ト及び鉄筋については,次の許容応力度を有するものを使用する。コンクリ

項 目

計基津強度

圧縮応力度

引張応力度

せん断応力度

〆ノ〆'

記号

f。

fC

ft

fS

1.2.その他の因子

地耐力及び震度については,次のとおりとする。

数目 記号項 値

長期許容地耐力 15 t/'m2σ

水平 Kh 0.3

震度
垂直 KV 0.15

コソクリ

210 kg,ノ'伽2
( 4週強度)

70 ガ

卜

d2

7

2計 モデル

計算モデルは,各施設共通とする。側壁の

土圧力に対しては,右図のような,地下壁と

して側壁を3辺固定 1辺自由スラプ,底版を

4辺固定スラブとして計算する。

・同解

卜断

鉄筋( SD30)

庁

乙o oo k,花机2

乙000 か

2000 ル

G. L

(断面図)

d1

P0

A

-29-
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5 地耐力

各施設の長期荷重による接地圧は,第5表に示すとおりである0

荷重項目

板底

壁側

遮蔽蓋

廃棄物

その他桜載

長期接地圧
・十

短捌接地圧

第5表

施設名

各種荷重

L型保管廃棄施設(t/nl)

1.2

3.0

0.5

フ.5

0.3

125

1 4.4

地耐力

構造計算で求めた接地圧は,長期許容地耐力以下である

(短期許容地耐力は長期許容地耐力の2倍である)

6結

各施設の鉄筋量,

ある 0

M型保管廃棄施設(t/nl)

0.フ

2.5

0.5

4.0

0.3

8.0

9.2

6.1 鉄筋量

構造計算で求めた鉄筋量以上の鉄筋量である。

コンクリ

6.2 ト断面厚さコンクリ

構造計算で求めたせん断応力度は,許容せん断応力度以下である0

ト断面厚及び地耐力につぃて,検討した結果は次のとおりで

6.3

-37ー

論
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(3) 各部厚さ

各部のせん断応力度は下表のとおりであり,許容せん断応力度以下である0

側壁
上

底版

部

下部

せん断応力度

( k9,/'硫)

④

設計主要目

寸法(添付図3参照)

地耐力

下表のごとく許容地耐力以下である0

辺

285

辺

接地圧設計値

125 t,/'ロデ

286

206

31.5

①

②

⑧

許容せん断応力度

( k9,/"硫)

1.86

留意すべき事項

雨水の浸入に対する防水の九め,外壁コンクリート打継部に板を入れる0

雨樋には適当な勾配を設け,雨水の貯りによる材料の腐食を極力防止する0

防水用蓋と壇体との適合性を良くするよう設計する0

20omR/'h 以下

水平 0.3,垂直 0.15 (原子炉等の耐震設計所内指針

J AERI-mem0 6 186 参照)

許容地耐力(長期 15t/ノ寸】以上

許容地耐力

1 5 t,/、ロ゛

M型保管廃棄施設の設計

21 準拠すべき主な法令,基準及び規格

L型保管廃棄施設に対応するもの( 31.1)と同様である0

フ.0

3.22 設計方針

①構造

②保管廃棄する廃棄物の性状

⑧保管能力(施設容横)

④施設周辺の放射線量率

⑤保管廃棄する容器もしくは

包装の表面の放射線量率

⑥設計震度

(長期)

⑦地耐力

:鉄筋コンクリート製地下ビット

:固体廃棄物

:36ずX2基

防水蓋の表面からlm離れ九点で 5mR/'h以下

& 23
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ビットの内のり

底版の厚さ

側壁の厚さ

遮蔽蓋厚さ

材料

コンクリ

②

コンクリ

コンクリ

遮蔽蓋の

鉄筋

配筋(添付図 5参照)

(主筋)

側壁

4.2 m X 約 29 m X約 295 m (深さ)

0.3 m

0.3 m

約 0.2 m

トの種類

トスラ y フ'

ト圧縮強度

ト比重コンクリ

普通コンクリート

20飢以下

210 kg//。虜( 4週強度)以上

22以上

熱間圧延異形棒鋼( SD30)

@200

底

3.24 設計言十算の結果

①放射線遮蔽

添付書類 1に示すとおり,防水蓋の表面からlm上部の放射線量率は下表のとおり

であり,設計値を満足する。

設計基準値計算値

5.omR/、h以下25mR/'h

版

縦筋(内外共)

横筋イ内外共)

縦横筋共(ダプル)

縦横筋共(ダプル)

② 配筋

添付書類Ⅱに示すとおり,必要鉄筋量の計算値及び設計値は下表の通りである。

@200

13 (恕)

13

13

13

@ 200 イ卿)

@200

@200

@200

側

縦筋上部内側

"下部外側

横筋中央(上部)内側

横筋両端(上部)外側

短辺中央上端

短辺両端下端

長辺中央上端

長辺両端下

縦

横

壁

D 13

底

@200

版

計

D 13

遮蔽蓋

算値卿)
@ 1,730

@200

D 13

D 13

D 13

@ 389

D 13

@ 1,110

D 13

@

設

D 13

D 13

556

@ 275

D 13

@

計値

@200

D 13

413

@

D 13

435

@

D 13

@200

卿)

653

D 13

@200

D 13

D 13

@200

@200

D 13

@200

D 13

約
約
約

.

.

.

.

,
.

一
一
一

.

.

.

.

.

.

一
一

端
筋
筋

D
 
D
 
D
 
D
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⑧ 各部厚さ

各部のせん断応力度は下表のとおりであり,

せん断応力度

( K,,/"硫)

側 壁

フ.0

底

-6 -

版

④地耐力

下表のごとく許容地耐力以下となる。

許容地耐力(長期)接地圧設計値

1 5 t,/'Ⅱ子8.o t//訂゛

0.96

1.46

許容せん断応力度以下となる。

許容せん断応力度

( kg,/、硫)

325 留意すべき事項

①雨水の侵入に対する防水のナこめ,外壁コンクリート打継部に鋼板を入れる0

②防水用蓋及び遮蔽蓋等は憂体との適合性を良くするように設計する。

223

200

L型及びM型保管廃棄施設の工事の方法

4.1 準拠すべき主な法令,基準及び規格

本施設の工事に対しては,次の法令,基準及び規格を適用あるいは準用する0〔

内は適用あるいは準用の範囲を示す。

①核原料物質,核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律

②昭和 3 2年11月2 1日政令 324 号

核原料物質,核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令

⑧昭和 32年12月9日総理府令83号

原子炉の設置,運転等に関する規則

④昭和 35年9月30日科学技術庁告示第 21号

原子炉の設置,運転に関する規則等の規定に基づき,許容被曝線量等を定める件

⑤電離放射線障害防止規則(昭和47年労働省令第 41号)

〔放射線被曝管埋〕

⑥労働安全衛生規則(昭和47年労働省令第 32号)

〔安全衛生管理〕

⑦日本原孑力研究所東海研究所放射線管理規程

〔放射線被曝管理〕

上
下
短
長

部
部
辺
辺
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保管廃棄施設の遮蔽計算

1 施設からの直接線による放射線量率の計算

2 スカイシャインの検討

目

Ⅱ

書

保管廃棄施設の強度計

1 設計基準

2 計算モデル

3 側壁の応力と必要鉄筋量

4 底版の応力と必要鉄筋量

類

29

・ 29

29

・ 30

34

37

・37

力
論

耐地
結

5

6
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今回申請する保管廃棄施設に放射性廃棄物を保管廃棄したとき,作業者が立入る場所の放

射線量率を計算する。併せて,本施設が,放射線遮蔽に対する設計基準を満足することを確認

する。

1 施設からの直接線による放射線量率の計算

1.1 計算条件

①計算点の選定

保管廃棄施設において,作業者が比較的高頻度で立入る場所は,施設周辺の道路及び

施設の上面(防水蓋又は遮蔽蓋)の上部である。本計算では,比較的放射線量率の高

い施設上面で,防水蓋表面からlm上部の放射線量率を計算する。施設の設計基準は,

この点において,5mR/h 以下である。

)線源の強度

各保管廃棄施設に保管廃棄される廃棄物容器の表面線量率及び放射性物質量の最大値

は,第 1表に示すとおりである。

しかし,実際に保管廃棄されるものは,第 1表に示すものよりもかなり低いνベルで

あり, L型保管廃棄施設にっいては,約 90%が5mR/h(容器表面の線量率)以下で

ある(第 4表参照)。ま九, M型保管廃棄施設にっいては,約 90%が 10omR/'h

(容器表面の線量率)以下である(第5表参照)。

し九がって,ここでは,第2表に示すような放射性物質が保管廃棄されているとして

遮蔽計算を行う。

1 保管廃棄施設の遮蔽計算

1.2 線源の形状及び幾何学的条件

廃棄物を保管廃棄したときの状態は,第 1図,第2図に示すとおりである0

遮蔽計算を行うにあ九り,ここでは,幾何学的条件を簡単にするため, L型保管廃棄施

設及びM型保管廃棄施設とも,線源の形状を無限拡さの板状線源と仮定する0 廃棄物の密

度は,0.5t元覗~ 3.09.ζ抗と思われるが,ここでは, L型保管廃棄施設に保管廃棄するも

のにっいては,22E/航のコンクリート固化体を, M型保管廃棄施設に保管廃棄するもの

にっいては,1.0 り、Cπtの水を仮定する。

-10-
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第12表

管理区域境界(出入口)における放射線量率

放射計算点の位置
所場

mR/h(第3 図参照)

A 3.フ× 10

3.9

3.5 × 10q

1.1 × 10.

8. O × 10.

1.フ× 10.

29 ×10.

低レベル保管廃棄

施設の出入口

中高νベル保管廃棄

施設の出入口

1.フ

第 13表

周辺監視区域境界のスカイシャイン放射線量率

104

10゛

10.

計算点の位置

(第4図参照)

C

D

E

B

線 量率

mR/'W (48h )

6.6 × 10'

スカイシキインの放射線量率

mR/'h mR/"ye ar

6.3 × 10→

5.フ× 10モ6

1.8 × 10.

1.3 × 10. 1.1 X

28 × 10J 24 X

4.8 × 10, 4.2 X

1.9 × 10→

1.8

F

規制値

( mrem,ノ)

-28-

3.2

注)

30

5.5

5. O × 10→

周辺監視区域境界の被曝線量(mrew'year)=スカイシ〒インの放射線量率

( mR/"ye8r )× 0.フ

0.7は照、射線量から全身被曝線量ヘの換算係数である0

(原子力委員会,原子炉安全技術専門部会,発電用軽水型原子炉施設周辺の線

量目標値に対する評価指針参照)

周辺監視区城

境界の被曝線量

mr eln/'ノ'y e 8 r

1.6 × 10.

1.2

G
 
H
 
1
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1 設計基準

強度計算にあたっては,建築基準法,日本建築学会鉄筋コンクリート構造計算規準

説及び日本建築基礎構造設計基準・同解説に準拠し,各施設の必要鉄筋量,コンクリ

面厚及び接地圧について検討する。

Ⅱ 保管廃棄施設の強度計算

1.1 各部材の許容応力度

ト及び鉄筋については,次の許容応力度を有するものを使用する。コンクリ

項 目

計基津強度

圧縮応力度

引張応力度

せん断応力度

〆ノ〆'

記号

f。

fC

ft

fS

1.2.その他の因子

地耐力及び震度については,次のとおりとする。

数目 記号項 値

長期許容地耐力 15 t/'m2σ

水平 Kh 0.3

震度
垂直 KV 0.15

コソクリ

210 kg,ノ'伽2
( 4週強度)

70 ガ

卜

d2

7

2計 モデル

計算モデルは,各施設共通とする。側壁の

土圧力に対しては,右図のような,地下壁と

して側壁を3辺固定 1辺自由スラプ,底版を

4辺固定スラブとして計算する。

・同解

卜断

鉄筋( SD30)

庁

乙o oo k,花机2

乙000 か

2000 ル

G. L

(断面図)

d1

P0

A

-29-

h。
H

..

ιX
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5 地耐力

各施設の長期荷重による接地圧は,第5表に示すとおりである0

荷重項目

板底

壁側

遮蔽蓋

廃棄物

その他桜載

長期接地圧
・十

短捌接地圧

第5表

施設名

各種荷重

L型保管廃棄施設(t/nl)

1.2

3.0

0.5

フ.5

0.3

125

1 4.4

地耐力

構造計算で求めた接地圧は,長期許容地耐力以下である

(短期許容地耐力は長期許容地耐力の2倍である)

6結

各施設の鉄筋量,

ある 0

M型保管廃棄施設(t/nl)

0.フ

2.5

0.5

4.0

0.3

8.0

9.2

6.1 鉄筋量

構造計算で求めた鉄筋量以上の鉄筋量である。

コンクリ

6.2 ト断面厚さコンクリ

構造計算で求めたせん断応力度は,許容せん断応力度以下である0

ト断面厚及び地耐力につぃて,検討した結果は次のとおりで

6.3

-37ー

論
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廃棄物処理場の変更に係る

設計及び工事の方法

昭 和 55 年 6 月 20 B 

H 本 原 子 力 研 究 所

東 海 研 究 所

認可番号：55安（原規）第33号
昭和55年4月11日

【保管廃棄施設・Ｍ－２】
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東海研究所原子炉施設

（放射性廃棄物の廃棄施設）

の変更に係る設計及び工事の方法

（保管廃棄施設の増設
焼却処理装罹の撤去）

昭和58年3月

H本原子力研究所

認可番号：58安（原規）第50号
昭和58年4月4日
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東海研究所原子炉施設（廃簗物処

理場）に係る設計及び工事の方法

別紙 I

別紙II

別紙m

施設の設計及び丁事の方法

変更の理由

添付書類

ゞ

ー

J

1

ーI
'

ー

'
,

1

1

ー，

4

ー・

＇

 

； 昭和41年6月 I¢B`

日 本 原 子 ヵ研 究 所
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御地而・1'力の検村

荷永け W,=フ:7 t/n〒で;6 Z,か一方砂の 1山1呼上力と1、1 0 ~ 4 n t力n?であるとと

から'女令で;らる 0

1-2 火刑y動掖休の1征委U庖設

(1)設'1・条件荷軍試験休(烹.上し、て鉄,鉛) W, 2 t力112

仙け 1)山参煕

②劃殊す1てj川わろ荷'軍,、V,=・ 0.7 2 1hη.( j'メさ 0.3 m )

偲1 スラプの設計

才、ニノ

↓_↓_1_↓」_LLL ↓
ZS-"ーー、ーーフ:、

ー・、ー・ー+ヲ

断血

n792

d

t欠幼j:止<S=

④地削力

荷電として", W=( W,十W。)( 1 + k v )=2.7 9 t力"'でしらる。地1粁力q1少であ

リ,4、くとも 1也(獣ゞξ小寺ブJ ι11 0 t/'m2 」ノ、」二πt'あ尿)とと力、モ)1厶1溌'.で 31)ノコ。

1-3 D剛廃嘩物儁納加設

、V,=W

ι2 = 2.4 7 tom

S =WΞノ/2 ス47 t^^

M

0
Sa

M

Osn(1一号)d

0b
1 4.5C71,< 2 5'抗1
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東海研究所原子炉施設

（放射性廃棄物の廃棄施設）

の変更に係る設計及び工事の方法

（保管廃棄施設の増設
焼却処理装罹の撤去）

昭和58年3月

H本原子力研究所

認可番号：58安（原規）第50号
昭和58年4月4日
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又

／ 

東海研究所原子炉施設（廃乗物処理

場）の変更に係る設計及び工事の方法
｀

 

別紙 I 施設の設計及び工事の方法

別紙 II 変更の理由

別紙m添付書類

5 ；＂；

日 本 原 子 力 研 究 所
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別紙I 施設の設計及び工事の方法

I一1 使用済燃料廃棄施設

1 一 1 施設の概要

当所のホットラボにおいては、 原子力発竃会社東海1号炉の使用済燃料モニクリ

ング計画匹基づき， 破壊検査を含む各種試験が行なわれるn この各種試験に使用さ

れた試験済燃料は． 原則として原子力発電会社に返却されるが， ウラン細片． 切粉

被桜その他付属品は一括して容器に封入し． 当所において廃棄する。

本施設は， これらの試験済燃料を封入した容器を・ 地中に埋設したヒ ュー ム管内

にコンクリ ー トで封入遮蔽を行ない保管鹿莱するもの．で． 合計4 0本の廃棄容羅を

もつものである。

1-2 施設の位置（別添第・1, 2図＼

本施設は． 廃棄物処理場建家の東方海岸寄りの既設高レペル廃棄物格納施設の敷

地内に設隧する。

1-3 使用済燃科器莱施設（別添第5図）

設計基準

燃料罐の寸法；16 0瓢 ip x 8 6 Olli肌（高さ）

il l発延容量；4 0本

Iii 廃棄時における放射能；1 0 0 O Ci 

エネルギ ー ；0.8Me v 8 0% 

1,6Me v 2 0% 

IV 廃棄時におけるヒュー ム管上部表面線抵率；1 0 mr/hr以下

v 再移助の時期を5年後とし， ヒューム罐表面線撤率：2 0 0 mr/hr以下

Vi 遮蔽体；晋通コンクリ ． ート

Vii 施設の強度；耐艇度0.5

―· 1 -

` .... 
I" 竺Irn.L'’"し＿ LべL ―｀し（‘

ヽ

‘― 
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主左仕様

1施設の寸法 6.5mX15.5mX2.9m(深さ)

0 ビューム管の寸法800郷ψX240 小肌(高さ)

.廃棄孑Lの寸法 200矧ιψX20弓0仰K 局さ)

4列XI0列=40本1 500四ιX 1 5 00加ι0ビツチ

.上部遮蔽体 9ろ0卿厚普通コ yクリート

施設の構造は.予めコンクリート加工を施し九ヒューム管( 8 n 0 卿" 2 4 0 0

卿高さ)を地中k垂直K埋設し,上下部をコンクリートスラプκ固定し,各ビ
^^

ム管の間kは土砂を充旗し,遮蔽効果及び施設の強度を増大させる"

ton力11' k と b 'トラッククνーンか走行できる強度を上部スラプの耐圧は 10

も九せる。上部遮蔽体としては.使用済燃料容器の廃葉後厚さ9ろ0卿K普通コンク

リートを流し込み.容器を封入すると共K遮薇を行たう0

施設の工事は,根堀後厚さ 15 小肌κ栗石を敷き損圧を行た仇,その上k5 小肌

の捨てコンクリートを打ち,奧Vて3 0 0 卿の下部鉄筋コ y クリートスラプを打設し

た後,ヒューム管設置面匹敷モルタルを施し'水平精度を出す。との上Kヒユーム

管を立て'下部をコンクリートで固定する。

燃料容器の廃葉孑L憾,ヒューム管κ厚さ 4.5卿の鉄板型枠を坂め込み'
ヒユーム

管と型枠の間代コ yタリートを充坂した、のである0

各ヒューム営の間托は砂を埋戻し,水糸帝め後厚さ 150卿κ栗石旗圧を行たっ九

上'厚さ 200 卿の上部鉄筋コンクリートスラプを打設し'ヒユーム管上部を固定

する。上部スラプの表面は厚さ2 山肌のモルタルを施して防水性を与えた上'鉄板

製防水蓋の設置溝を兼ね九排水溝を設け.雨水等を施設外ヘ排水する0

使用済燃料の廃葉手順は.ホットラ六κお仏て使用済燃料容器K封入され九試験

済燃料片を,ケープ上から既存の使用済燃料輸送容器内K収納し, 15トントラツ

クで施設ヘ輸送する。施設ではトラッククνーンで輸送容器を廃深孔上k正しくa又

置し,搬出装置で燃料容器を廃棄孔κ挿入する。次κ燃料容器が挿入されたヒ
ニユ.^

ム菅中1てコンクリートを充坂して燃料容器を封入すると共托遮蔽するものである0

-2-
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別紙Ⅲ添付

1 ケ度計邦と説明

1-1 便用済燃料廃棄施設

り設計条件

D 各部材の許容応力度

コンクリート 4周所爰圧縮強度 1 5 0K呈/飢σ

鉄筋; JIS SS ろ9 (峰伏点240OK9/じが普通丸鋼)

書 類

ゴンクリート許容応力度

佃げ圧縮応力度;
C合

せん断応力度;(は b )

(版)

畍着応力度

鉄筋の許容応力度

地震の影轡

虔度

水平姪度;

垂直孃度;

11 )

τ
a

20 ton

; SS39
Sa

;各許容応力度を

5 奴吊/C1ヲ

7 K多、"ι}円1

5.5 K呈,,,師

14.0.0 1、9/、師

1.5 倍する。

i') 土砂

土砂の重量;

士砂の,恩角

摩点角

丁

筋コンクリ

積衞重

-18-

k h=0.3

kv =0.1

K=kh/'1-kv=0.ろ3ろ,

IV )

r= 1.8 tanπn

ψ=ろ 5゜

δ=ψ/2 = 1 ス゜30

6 = taii1 1C=・,18030

ト単位重量 WI =24 tonπ1デ

輪送谷器 1 5 ton

トラツククレーン

<
=

邑全
σ

く
一
一

a
 
0

τ
τ
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Ii ) 原点 0 のモーメント

水平力K よるモーメント; Mh=- 2ろ.7 t.m

垂直力 ;」ⅥV=- 33.8 tomノノ

合モーメント ;Σ'M=- 5 7.5 tom

偏心位置 e

e=ΣM/'ΣN = 0.7ろm く 65G/'6 1.08m

AB点の圧力

σ=Σトレ'A ( 1 士 6 0-"Z) 4・' 6.9 ( 1 士 0.6 7 5 )

2.3 t火n22πnσ ^

max ,

許容地耐力σa寺'2.5tπn.の故爰全である。

応力の計算

σノ=1U8

4)

点①のせん断力

n1 △4宅='-WX ^

2

f-ーーー}.585

m1Ⅸ

ΣM= 1.86 tom

S = 1 1.5 - 5.5 1 = 5.59 t

P (- e

1000

08

1 1

゜01
1750

0

柱直径ψ932と同面積を、つ同心の正方形と考

える。

乙。=8ろ0卿とする。

張出部分を計算し,他はとれと同じ配筋とする。

σ'= 1 0.8 tnn

P = 1π(σmaX十σ')×0585× 1.75= 11.5t

ισ十2σ
0.29mX0 ^

3 σ+σノ

1

、

わ

20 ←tZ二_

2230

1000

.^^

X=029

0.585美一^

300

-1.59 t . nl

e=U.る^刷

,_1..'. 1

n 点①のモーメント

σ*-116 しh12

←τZ7

1 ,柱
0.4 9 t

4.1 t

0.92 t

i

- 2 1

e

11 )

床版重姑 W,

士砂重量 W2

底.版重量 W.

ΣW=5.51 t

0.585 - Q 29= a ろ oln

.
,

n
.
11

σ

く

t611

e
P

'
J

,
t5

1
.

.
、
ー

、
ー
ー
十
1
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東海研究所原子炉施設

（放射性廃棄物の廃棄施設）

の変更に係る設計及び工事の方法

（保管廃棄施設の増設
焼却処理装罹の撤去）

昭和58年3月

H本原子力研究所

認可番号：58安（原規）第50号
昭和58年4月4日
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(別 紙)

設計及び工事の方法

〔第2保管廃棄施設(低レベル用)の増設〕

2

【120】



3.1 設計条件

置

3.

位 置

保管廃棄対象物

東海研究所の北地区,第 2保管廃棄施設の既設低.中レベ

ル固体廃棄物保管廃棄施設の隣接東側。添付図面の第 1図

に配置図を尓す。

保管廃棄能力

耐震設計水平地震力 0.2G

低レベル固体廃東物

表面線量率 50mR/h未満

約 250m'/区画 X I0区画/基 X 2 基=約 5,ooo m.

遮

山

蔽

施設の上血における遮蔽設計区分

そjL
rL又

週5~2時問以内の立入り

設計基準被曝線呈率 6.0~15.0加em/h

計

②管理区域の境界における放射線量率が02mR/h以下。

侶)人の居住の可能性のある敷地境界外における直接線及

び散乱線の線量が他の原子炉施設の寄与分を含めて 5mR/y

以下。

但し,廃棄物の表面線量率が0.5mR/h を超えるものを収納する

区画に対しては遮蔽蓋を置く。

C区分

-5 -

設計

設
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3.2 設計仕様

構

鉄筋コンクリート造地下ピット。

ピット上部には廃棄物の放身玲三レベルに応じて鉄筋コンクリ

ト製遮蔽蓋及び雨水浸入防止のための防水用鋼製蓋を置く構造

とする。

基 数

主要寸法

(2基共通)

2基

躯

南北方向

東西方向

さ
r^

「己]

地盤面よ

りの深さ

数

体

ト

52βm

11 In

5.7 m

長 さ

5.1 m

巾

鉄筋

JIS G3Ⅱ2 (鉄筋

コンクリート用棒鋼)

に定める SD35

2基

遮蔽盗

4'82m

2.24m及び

2.47 m

0.12m

(最薄部)

材

厚 み

防水

料

長

コンクリ

さ

巾

40枚

設計基準強度

210kg/cm'

防水剤

無機質浸透性塗布防

水剤

鉄筋

JIS G31]2 (鉄筋

コンクリート用棒鋼)

に定める SD35

5.32 m

4.86m 及び

5,] 2m

0,4~0.55m

4'511血

さ

上板厚み

ト

本施設の構造図及び配筋図を添付図面の第 2図及び第 3 図に示す。

まナこ,遮蔽蓋の構造及び配筋図を添付図面の第 4 図に示す。

コンクリ

鋼板

J IS G3101 (一般

構造用圧延鋼材)に

定める SS41

40枚

設計基準強度

210kg/cm'

4週気乾比重

2.2 以上

蓋

6

高

造

量

【122】

kawahara
ハイライト表示

kawahara
ハイライト表示

kawahara
ハイライト表示

kawahara
ハイライト表示



第2保管廃棄施設(低レベル用)の放射線遮蔽計算書

添付資料

-11-
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2.5 計算結果

侶)式及び④式によって求め九D。値及びD。値を第 5 表及び第6 表に示す。

管理区域境界における放射線量率の計算結果は 0.015mル"hであり遮蔽設計基準値

0.2 mR/h に比較して十分小さい。

また, 1 週間の放射線量は,

0.0 1 5 × 48 = 0.7 2 ( m rem/W )

であり,科学技術庁告示第21号に定める管理区域に係る放射線量(30mrem/W )に比

較して十分小さい。次に周辺監視区域境界に対しては年線量が0.6mR/y であり,線

量目標値 5mR/y に比較して十分小さい。

なお,同一計算点における本施設以外からのスカイシャイン放射線量率の寄与を含

め九ヨ平価は,第 7 表に示すように 0.87mR/y であの,線量目樮値 5mR/y に比r し

て十分小さい。

-24-
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第2保管廃棄施設(低レベル用)の構造強度計算書

添付資料 2

-31-
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面内力6.2

単位ブロック当りの面内剪断力]05.6t

間仕切壁一枚当りの短期許容せん断力Q部

■.0 沸0 師ゞ(而幻B0 師)幻0.肱V-TQ郎=rtιf.

1 60.2t^

従って,間仕切壁は面内剪断力に対し安全である。

フ.1 地盤の支持力

1.上部砂層の支持力 q 皐

( A)(α。 N 。十β 7. B N ,十 r 2 D f N q )q 丑 1
^

3

許'容支持力度(t /m2)qa

C :基礎底面下にある地盤の粘若力(t /m2)=0

基礎底面、トにある地盤の単位休積重址(t /m2)=0.971

(地下水位下にある場合は水中単位体積重暈をとる。)

基礎底而より上方にある地盤の平均単位体積重址(t /m2)=1.9r2

(地下水位 Fにある部分については水中単位体積重量をとる。)

形状係数,α= 1.07,β= 0.48α,,

N。, Nし N一支持力係数(N値=15の砂層)

基礎に近接した最低地餓血から基礎底血までの深さ(m)= 5.0Df

B :基礎底面の最小幅(m)

".2 層地盤とした場合の支持力 q。2

フ.

-50-

地盤

X ( 5.3 d C2 + 3.0 71 D f ) ( B )

2 層地盤の地盤面よりの深さ(m) 1 2.フ

基礎の短辺方向の長さ(m)= 13.3

ノノ長辺ノノ (m)= 54.8

粘着力(t /m2)= 5.フ

上記の(A),(B)式より得られる長期許容支持力度はそれぞれ71.8t /m2

の 検討

<・・q
H - D

1()
f

H
B
L
C

)L
+

B
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27.6 t /m2である。従って,長期許容支持力度は27t /m2 とする。まナこ短期許

容応力度は(B)式により 47t /m2 が得られる。

従って,長期及び短期接地圧がそれぞれ 10.6t /m2 13.3t/m2であること,

から十分な支持力を有する。

フ.2 地盤の沈下

設計荷重q = 9.1t/m2における即時沈下量S.及び圧密沈下量S。にっいて検討す

る。

仕)即時沈下量 S.

上部砂層と下部粘士層の 2層地盤と考え,

即時沈下量S,を算定する。

(HI,ν1)μH

S,:即時沈下暈(m)

A :基礎嘘血積(m2)=728.8 m2

ロ:基礎の平均荷重度(t/m2) Df. rlqoq
^^●

,

設計荷重度(t/m2)=10.64qo

E :地盤のヤング係数(t/m2) E I= 440O E 8502,

μH :地盤のポアソン比,厚さ及び基礎底面の形状によってきまる係数

算定の結果,即時沈下量 S.は 3.2 Cm程度であり,許容沈下量 4.o cm以下であ

ることから,特に支障ないものと判断する。

②圧密沈下品

排士重量 9.6t/m2 であり,また下哥外占士層は圧密試験の結果約 9 t/m2の過圧

密状態にあることを確認している。一方,設計荷重が 10.6t/m2程度であることか

ら圧密沈下はないものと判断する。

なお,地盤調査のためのポーリング調査位置図を第 1図に示す。また,地質柱状図

(ボーリング位置NO.2, NO.1 はNO.2 とほぼ同様である)を第 2 図に示す。

-51-

μH (H2,"2)一μH (HI,レ2)

EI
十

E 2

B X L

广一ー、「
rT「「一「「「

レ

E ν

}。'〒

/

( C )

H2

H
1

E {

/
E

3
4
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科学技術庁長官

熊谷太三郎

郭原研玲第泛、号

昭和泌年5月36疑

殿

ノーー

/JJ"
ノ'/L
、1J-

東海研究所凍子炉施設(放射盤廃棄物の廃棄施設)

の設計及び工事の方法の認可申請について

(第2保讐廃棄施設、級中レベル保欝糠)

申謂者

代表徳名

昭和聡年3お然日付け認安(原規)第108号をもって鳳子炉施設の設嬢

変更の許司を受け北原子炉施設に関する設計及び工事の方法について認

可を受けたいので、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する

法律第即条第1項の綴定に基づき下記により認司申請いたします。

記

1.名称及び住所竝びに代表者の氏名

称日本原子力研究所

所'東京都港逐新橘一丁目1番揺号

代表者の氏名理事長宗像英二

2 原子炉を設嵐する事業所の名称及び住所

名 称日本原子力研究所東海研究所

所在地茨城県那珂郡東海村白方字白根2番地の4

疑本原子力研究所

宗 像英一理事長

L^^

共通AI 日本原子力研究所 (いばらき印刷騰納)

名
住
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P、ーー、
3、 原子炉施設紀関する設計及び工事の方法

放射性廃棄物の廃棄施設分樹区

②設計及び工事の方法別紙のとおり

変更の理皮4,

低.中レベル嵐体廃棄物の貯蔵能力の増加を図るため、第2保管

廃棄施設に低・中レベル保管棟を設ける。

共通AI 日本原子力研究所 (いぱらき印刷崩納)
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(別紙)

設計及び工事の方法

(第2保管廃棄施設低・中レベル保管キ刺

昭和 53年5月

日本原子力研究所東海研究所
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1.低.中レペル保管棟の標要

目的1.1

低・中νべル保管棟は,低レベル固体廃棄物及び中νべル固体廃棄物並びk表面線

量率の低仏中高レベル固体廃棄物を保管するため忙設ける。

1.2 概要

低・中νべル保管棟は,地下 1階,地上3階の鉄筋コンクリート造b の建物であ b,延

面積は約 40oom2 である。壁,天井は,一般建家とくらべ,遮蔽を考慮して約 30C皿と

して仏る。建家内部は,各階共構造が抵ぽ同じで,仇ずれも床は平面状であb,200ιド

ラム缶換算全体で約 18,000本保管できる。

保管体は,ドラム缶等の容器k封入した濃縮液等の固化体,焼却灰,圧縮体及び雑固体

廃棄物,たらびk,汚染拡大防止対策を講じた容器封入k適さない固体廃棄物を保管する。

ドラム缶の保管は,ドラム缶4本をパレ"トにのせ各階k昇降機で移動したのち,フォ

クリフトで 3段積忙する。

附属設備は,固体廃棄物の移送k使用する昇降機の他,火災報知関係設備及び換気扇,

排水設備衣どを設ける。

設置位置

低・中レベル保管棟は,固体廃棄物の廃棄施設である第 1保管廃棄施設の北方約1600

mの位置k設置する。(第 1図参照)

Ⅱ 第 2 保管廃棄施設

低・中レベル保管棟

1.3

2.

2.1 準拠すべき主た法令・規格及び基準

低・中レベル保管棟の設計は次の法令.規格および基準を適用もしくは準用して行う。

核原料物質,核燃料物質及び原子炉の規制k関する法律

建築基準法

建築基準法施行令

建築基礎構造設計規準(日本建築学会)

鉄筋コンクリート構造計算規準(日本建築学会)

クレーン等安全規則

電気設備技術基準

日本工業規格

JIS G 3112

1

2

3

4

5

6

7

8

A 5308

3

鉄

コンクリ

計設

筋
ト
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2.2 設備の設計仕様

1)設計条件

①設計温度及び設計圧力:常温,常圧

②耐震設計基準:設計震度(水平方向) 0.3

③管理区域境界kおける放射線量率:0.6mR/h以下

④周辺監視区域境界Kおける直接r線及びスカイシャインr線の放射線量率

5mR/y 以下

2)設計主要目

①建家

a)基 く仏地業の上鉄筋コンクリート

A C く仏(高強度高温高圧養生PC くい)及びS C く仏(鋼管コンクリ

トく込)の継ぐ込

ト:レディミクストコンクリート

ト強度コンクリ

240kg/cm2 以上( 4 週強度)

スランプ:標準値 18Cm

SD 30,SD 35

配筋は添付書類Ⅱ「構造計算書」 kよる。

コンクリ

鉄

b)躯体

鉄筋コ ンク

コンクリ

筋

νディ

鉄

コンクリ

地階部

1~3階部 210

スランブ:標準値 18Cm

クストコンクリート

ト強度

240

筋

C)内部仕上げ

低.中レベル保管棟の廃棄物を保管する部分である保管室の床及び巾木はエポキシ

樹脂コーテング仕上げを施す。

d)構造及び概略寸法

第 3図~第 10 図に示す。

e)付属設備

①昇降設備

型式:荷物用

数量:1基

積載荷重:約 8.5 t

4-

SD 30,SD 35

配筋は添付書類Ⅱ

「構造計算書」忙よる。

kg/cm2以上( 4週強度)

ノノ

礎
込

、
、
、ト

トリ
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添付書類1

遮 蔽計算 書
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43×25 __

2.4

送コードD01で計算した。

計算の結果

計算の結果,スカイッヤイン r 線量率は, P.点で 1.90 × 10-6 血R/h , P.点で 3・60
X I0-6mR/h である。

3.

3.1

計算結果の検討

管理区域境界kおける線量率

計算の結果, P,点忙おける直接r 線量率は 0.095mR/hであ b,設計条件を満足して

V、る。

周辺監視区域境界kおける線量率

計算の結果は.下表のとおbであb設計条件を満足して込る。

姦、

す

3.2

直 接

二て カイ

r

7

シャイン

線

線

線

合

P2点(420皿)

量 率

(mR/h )

2.36 × 10-5

1.90×10-6

年間線量

(皿R/y )

0.2 0 7

0.0 1 7

線量率

(mR/h )

P3 点( 3 70血)

0.2 3

2.24 × 10-5

、

3.60 × 1 0】6

年間線量

(mR/y )

0.1 9 6

0.0 3 2

0.2 3

4

矮
謬
多

十
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添付書類 Ⅱ

構 造 算 書
三
口
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5.仮定荷重

①固定荷重 ( D.L )

屋根 防水,

スラフ'

地下 1階,

仕上共

厚 30cm

2階,3階床

ラプ厚30cm

1階床

ス

150

720

階段室(水平面積当り)

スラブ厚 30cm

屋根庇

1階出入口庇

870k曾/m

ノ'、
.

^

柱

ソ

720kg/m

720kg/皿

750k宮/皿

ト

80cm

10ocm

大ばり 屋根

3階床

80cm

10OC皿

1.25t/皿

( RG )

( 3 G )

1.84 t/皿

2階床

80C皿1.62 t/皿

10OC皿2.50 t/m

0.36 t/m

1階床

45C皿

55C皿

50C皿

55C皿

50cm

55Cm

50 C'm

60C皿

( 2 G )

小ばり

地階床

(1G)

90C皿

120 cm

120cm

150cm

150C皿

170cm

170cm

250 cln

屋根

3 階,

1階

地階

2

( F G )

2

10ocm

120cm

壁

2階

゛........

( R B )

( 3,2 B )

( 1 B )

(FB)

0.65 t/m

1.19 t /m

1.1 3 t/m

1.59 t/m

1.50 t/皿

1.85 t/ln

1.68 t/m

2.52 t/皿

●●■●●●●●●

2.o lt/皿

2.88t/m

厚み

.........

.........

1 5 Cln (W'15 )

20 cln(W'20 )

...●●●●●■

40cm

55C皿

55Cm

50C皿

.●●●冒■●■●

X 90cm

X120C皿

X170cm

X250C皿

0.58t/皿

1.19 t /1n

1.85 t/m

2.10 t/丘1

0.36t/皿

0.48 t/m

5

ラ

X
 
X

.

.

.

.

X
 
X

X
 
X

X
 
X
 
X
 
X

X
 
X
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(外部)

(内部)

② 積雪荷重

積雪 40C皿・・・茨城県建築指導数値(短期扱)

設計用積雪荷重= 40cm X 2kg/m2・cm = 80kg/m

本建物は,積雪荷重として次表の如くとるので,短期応力が積雪で決まることはない。

30 C皿(W'30 )

ガ(ガ)

(3) 風荷重

PW

PW

q・C・A^

基準速度圧(kg/血')= 60V一亘、'q

ここK, h :地盤面からの高さ( m )

C:風力係数

A :見付け面積(皿、

Σ PW= 60VT弓二亙一豆 X ( 0.8+ 0.4 )× 44× 1 6.45キ2 1 20 o o k宮 212t^

本建物は固定荷重が大きく,水平荷重としては,後述の地震力の方が大きφ0

従って,風荷重は無視して,短期応力は地震力のみで検討する。

(全地震力は後頁のよう K 5256t である。)

地震荷重

とする。設計震度 0.3

床荷重表一覧

*

0.フ 7 t/皿2

2

0.72t/皿

*

(4)

(5)

ラーメ

屋

6-

荷重

根

固定( D . L )

地下

2,

積載( L . L )

1階

3階

全

固定( D. L )

( T . L )

床

積載 (L.L )

(単位

1

全

用

870

階

固定(D.L)

k宮/皿)

( T . L )

180

積載( L. L )

1050

全

720

3400

ソ用

( T.L )

870

4120

、印:地震用積載荷重は次頁以降K計算

130

1000

720

地震用

5500

720

870

6220

3400

4120

60

930

720

720

5500

6220

*

*

720
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科学技術

宮崎

庁長官

茂

義徳

殿

1原研13第 104号

平成元年3月31日

日本原子力研究所東海研究所の原子炉施設(放射性廃棄物の廃棄施設)の

変更に係る設計及び工事の方法の認可申請害

〔保管廃棄施設(低・中レベル固体廃棄物保管廃棄施設・Ⅱ)の設置〕

日本原子力研究所

理事長伊原

昭和43年9月18日付け43原研05第50号をもって原子炉の設置に関する書類を提出し、

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律(昭和43年5月20日法律第55号)

第23条第1項の許可を受けたとみなされ、その後平成元年3月2日付け元安(原規)第

27号で設置変更許可を受けた原子炉施設(放射性廃棄物の廃棄施設)の変更に係る設

計及び工事の方法について認可を受けたいので、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の

規制に関する法律第27条第1項の規定に基づき、下記のとおり申請いたします。

認可番号：元安（原規）第128号
平成元年5月1日

【廃棄物保管棟・Ⅱ】
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別 紙

〔保管廃棄施設(低・中レベル固体廃棄物保管廃棄施設・Ⅱ)の設置〕

姦斐書十王をて下'江二享茎a):方",去
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添付計算書一1

低・中レベル固体廃棄物保管廃棄施設・Ⅱ

放射線遮へい計算書
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4.管理区域及び數地境界における線量当量率及び評価

4.1 管理区域境界における線量当量率及び評価

表2-1の結果から本施設の直接γ線によるP.点及びP.点の線量当量率を表

4-1に示す。また、既設施設(低・中レベル固体廃棄物保管廃棄施設・ D から

の線量当量率を加算した評価値を同表に示す。

以上の結果から、いずれの評価値とも遮へい設計条件である 2.0μSV/h

〔0.2mR/扮を満足するものである。

4.2 敷地境界における線量当量率

表2-2及び表3-1の結果から本施設の直接γ線及びスカイシャインγ線によ

るP.点の線量当量率を表4-2に示す。

同表から、 P,点における線量当量率は、

5.57×10、'(μ S V/h)× 24 ( h/日)× 365 (日/年)= 4.88 (μ S V/年)

〔5.06×10占(mR/h)× 24 (h/田 X 365 (日/年)= 4.43×10、,(mR/年)〕

となる。

4.3 敷地境界における線量当量率の評価

本施設の設置における評価位置での線量当量率は、最大でも4.95μSV/年〔

0.45mR/年〕程度と推定される。また、評価位置における本施設に隣接する既設

施設からの線量当量率を表4-3に示す。なお、東海研究所のその他の原子炉施設

等からの直接放射線の影響は、評価位置より 1,ooom以上の位置に設置されてある

ことから無視できうる値である。

同表に示すように、その他の既設施設からの寄与分を考慮しても1.46×1小μS

V/年〔1.器mR/年〕程度である。この値は、遮へい設計条件である 5.O×10、'

msv/年〔5mR/年〕の基準を満足するものである。また、昭和飴年科学技術

庁告示第20号に定める周辺監視区域外の線量当量限度(1msv/年)と比較して

も十分小さい値である。

計・1-フ
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添付計算書一2

低・中レベル固体廃棄物保管廃棄施設・Ⅱ

構造強度計算害
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3.荷重及び荷重の組合せ

3.1 荷重

本建家の設計に用いる荷重は下記のものを考慮する。

山固定荷重

構造休の自重を示す。鉄筋コンクリートの単位体積重量は 2.4VIゞとし、その

他の材料は実情に合わせて数値を決定する。

②積載荷重

保管廃棄物、人、物品、機器等の重量を示す。第3.1-1表に数値を示す。

ここで、保管室、重量コンテナ詰め廃棄物保管エリアの地震用積載荷重は各階

の保管物の収納数に従い、各階全休の重量を算出する。第3.1-2表に結果を示

す。

第3.1

位置

屋根

1表積載荷重

保管室

重量コンテナ詰め
廃棄物保管エリア

スラブ、小梁用

階段室

90

3,500

6,300 (5,80の

フレーム用

(単位;kg/鋤

180

65

3,500

6,300 (5,80の

()内; B- C通り間の値を示す。

地震用

第3.1-2 表に示す

130

30

ノノ

60

計・2-フ
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第3.1 -2表 保管室及び重量コンテナ詰め廃棄物保管エリア

の地震用積載荷重

位

地下1階

置

③

地上1階

積雪荷重

第3.1-3表に積雪荷重を示す。

地上2階

(単位; t)

地震用

地上3階

3, H8

2,310

2,394

2,394

垂直最深積雪量(cm)

40

④

第3.1

風荷重

風荷重は、建築基準法施行令第87条に基づき算定する。

単位重量(kg/'/C肌)

3表積雪荷重

2

積雪荷重(kg/金)

80

計・2-8
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地盤による長期許容鉛直力

地盤から決定される長期許容鉛直力R。は次式により算定する。

(R,十 Rり一W,R.

計・2-49

記号 W,

(ニ)杭頭最大軸力及び杭本数

長期及び短期に各柱下における、杭頭最大軸力及び杭本数を第4.4-2 表に示す。

杭 1本当たりの杭頭最大軸力は長期で153t Φ・8 通り)、短期で304t Φ・9 通り)

となり杭の許容鉛直支持力以下である。

し→杭の許容鉛直支持力

杭材による長期許容鉛直力と地盤による長期許容鉛直力は以下のようになる。

190 V本

170 V本

杭自重(19t)

杭材による長期許容鉛直力

地盤による ノノ

以上の結果及び東京都の行政指導値 160V本を考慮し、杭の長期許容鉛直支持

力は長朝160V 本、短期鉛直支持力は320V 本とする。
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別紙

姦聖言十1支.てド'Ξ1三匡蒋 q)ンオj'才釜ミ

(廃棄物保管棟・Ⅱの保管能力の変更)
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